
 （総  則）
第1条  令和7年度三島市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）
第2条  業務の予定量は、次のとおりとする。
  (1) 給水件数 49,800 件
  (2) 年間給水量 14,600,000 ㎥
  (3) 一日平均給水量 40,000 ㎥
  (4) 主要な建設改良事業
      配水管延長工事費 1,128,129 千円
      簡易水道建設費 40,000 千円
      営業設備費 2,127 千円

 （収益的収入及び支出）
第3条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

  第1款  水道事業収益 1,669,921 千円
    第1項  営業収益 1,543,954 千円
    第2項  営業外収益 125,967 千円

  第1款  水道事業費用 1,582,148 千円
    第1項  営業費用 1,522,515 千円
    第2項  営業外費用 51,633 千円
    第4項  予備費 8,000 千円

  （資本的収入及び支出）
第4条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的
  支出額に対し不足する額 794,829千円は、過年度分損益勘定留保資金 416,630千円、
  当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 82,804千円、
　減債積立金 147,600千円、建設改良積立金 147,795千円で補填するものとする。）。

  第1款  資本的収入 624,552 千円
    第1項  企業債 513,600 千円
    第2項  固定資産売却代金 1 千円
    第7項  工事負担金 10,950 千円
    第8項  寄附金 1 千円
    第10項 長期貸付金償還金 100,000 千円

  第1款  資本的支出 1,419,381 千円
    第1項  建設改良費 1,170,256 千円
    第2項  企業債償還金 249,125 千円

議第７号

令和7年度三島市水道事業会計予算

収          入

支          出

収          入

支          出
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 （債務負担行為）
第5条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

 （企業債）
第6条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率

千円 %

 （一時借入金）
第7条  一時借入金の限度額は、400,000千円と定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）
第8条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め
  る。
　(1)  営業費用から営業外費用消費税及び地方消費税への流用

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第9条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、
  又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら
  ない。
　(1)  職員給与費 161,624 千円

 （たな卸資産購入限度額）
第10条  たな卸資産の購入限度額は、37,185千円と定める。

    令和７年２月１４日提出

　　　 三島市長　　豊　岡　武　士   

　借入先の融資条件による。
　ただし、企業財政その他の都合に
より繰上償還又は低利に借り換える
ことができる。

513,600

償 還 の 方 法

令和12年度まで

限　度　額事　　　項 期　　　間

上水道事業 5.0以内

水道料金等徴収業務委託 432,600千円
令和8年度から

証書借入又は
証券発行
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１ 水道事業収益

１ 営業収益

１ 給水収益

３ 受託給水工事収益

４ その他営業収益

２ 営業外収益

１ 水道加入金

２ 受取利息及び配当金

４ 県補助金

５ 長期前受金戻入

６ 雑収益 不用品売却収益その他

１ 水道事業費用

１ 営業費用

１ 原水及び浄水費

２ 配水及び給水費

３ 簡易水道維持費

４ 受託給水工事費

５ 総係費

６ 減価償却費

７ 資産減耗費

８ その他営業費用

２ 営業外費用

３ 雑支出

４ 予備費

１ 予備費

170,223

51,633
１ 支払利息及び企業債
   取扱諸費

収益的収入及び支出

520,381

340,389

20,337

1,582,148

収 入

目

目

予 定 額
千円

項

1,669,921

材料売却及び諸手数料

水道料金

備 考

1,543,954

款
千円

32,785

1

8,000

支 出

1,522,515

７ 消費税及び地方消費
   税還付金

水道施設の維持管理に要する費用

2,000

5,010

項

款

1,528,645

4,352

44,130

10,957

工事受託収益

国庫補助金等で取得した償却資産の減
価償却見合分を順次収益化するもの

125,967

地震・津波対策等減災交付金

備 考

17,309 消費税及び地方消費税還付金

28,651

給水装置新設増設修理等の費用

1,092

原水の取入施設の維持に要する費用

予 定 額

業務に係る費用

運用金利息

簡易水道施設の維持管理に要する費用

水道加入金

固定資産の除却費

材料売却原価

固定資産の減価償却費

49,566 企業債及び一時借入金利息

2,067

8,459

8,000

令和7年度三島市水道事業会計予算実施計画

457,715
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１ 資本的収入

１ 企業債

１ 企業債

２ 固定資産売却代金

１ 固定資産売却代金

７ 工事負担金

１ 工事負担金

８ 寄附金

１ 工事寄附金

10 長期貸付金償還金

１ 長期貸付金償還金

１ 資本的支出

１ 建設改良費

１ 配水管延長工事費

３ 簡易水道建設費

４ 営業設備費

２ 企業債償還金

１ 企業債償還金

資本的収支不足額  補填財源

　　過年度分損益勘定留保資金    

  　当年度分消費税及び地方

  　　消費税資本的収支調整額　　　　     

  　減債積立金

  　建設改良積立金  

予 定 額

249,125

249,125

1,170,256

1,128,129

40,000

10,950

1

513,600

1

1,419,381

収 入

2,127

千円

備 考

資本的収入及び支出

款 目

千円

624,552

目項款

100,000

100,000

備 考

1

10,950

予 定 額

消火栓設置工事負担金及び配水本管移
設工事負担金

513,600

支 出

147,795千円

82,804千円

147,600千円

794,829千円 416,630千円

上水道事業起債

項

1
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（単位　円）

１  業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 当年度純利益（△純損失） 4,176,000

減価償却費 457,715,000

固定資産除却費 5,000,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,797,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 205,000

長期前受金戻入額 △ 44,130,000

受取利息及び受取配当金 △ 1,092,000

支払利息 49,566,000

未収金の増減額（△は増加） △ 16,109,000

未払金の増減額（△は減少） △ 612,000

たな卸資産の増減額（△は増加） 803,000

小計 457,319,000

利息及び配当金の受取額 1,092,000

利息の支払額 △ 49,566,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 408,845,000

２  投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 有形固定資産の取得による支出 △1,087,613,000

　　　　 有形固定資産の売却による収入 1,000

工事負担金等による収入 10,951,000

長期貸付金の回収による収入 100,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △976,661,000

３  財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 513,600,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △249,125,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 264,475,000

　　資金増加額（又は減少額） △303,341,000

　　資金期首残高 1,310,487,077

　　資金期末残高 1,007,146,077

令和7年度三島市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
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1 総　括

16 (6)

15 (6)

1 (0)

　　　（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員の外書き

(児童手当は含まず）

住 居

00

勤 勉管 理 職 期 末特殊勤務
手　当

13,423

543

管理職員
特別勤務

手　当

60 1,797

2,042

手 当

1,499 2,383

手 当

給 付 費

1,632

254 0

扶 養

0

2,637

地 域
手 当

給　与　費　明　細　書

手当

（単位　千円）

（人）

職員数

（人）

区　　分 特別職
報酬 給料

本年度

給　　　　　与　　　　　費

計

0

通 勤

52,968

45,565

一般職

0

82,994

75,276

0

40 5,895

2,628

19,316

1,849 40 1,539

手 当

2,059

手 当
時 間 外
勤務手当

1,539

1,240

60

1,632

退 職

5,895

210

0

16,688

手 当 手 当

合　計

161,624

143,967

7,7180

法　定

福利費

25,662

23,126

2,536

比較

区 分

本年度

前年度

比較

手

当

の

内

訳

区 分

本年度

前年度 557

135,962

120,841

15,121

15,951

2,528

比較 17,6570 7,403

0前年度
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(1)　会計年度任用職員以外の職員

16 (0)

15 (2)

1 (△ 2)

　　（　）内は、再任用短時間勤務職員の外書き

(児童手当は含まず）

(2)　会計年度任用職員

0 (6)

0 (4)

0 (2)

　　（　）内は、パートタイム会計年度任用職員の外書き

0

手 当 手 当

361 636 0 150

特殊勤務
手　当

時 間 外
勤務手当

1,175

2,499

前年度 212 202 0 150 1,324

本年度

0

8,610

手 当

2,751

手 当
勤 勉期 末手

当

の

内

訳

区 分
地 域 通 勤

比較 0

比較 149 434

2,7250 0 11,634 5,746

1,0527,5580 4,807

17,380 20,105

前年度 0 0 6,827 2,995 1,673 11,495

本年度

9,822

（単位　千円）

区　　分

職員数

合　計特別職 一般職
給料 手当

（人） （人）

13,851

前年度 557

5,745

132,472

9,047

管 理 職 期 末
手 当 手 当 手 当

47,222

手 当 手 当 手 当

2,911 4,652

住 居

福利費

区 分
管理職員
特別勤務

手　当

本年度

手当
（人） （人）

0 0 71,360

（単位　千円）

区　　分

職員数

特別職 一般職
報酬 給料

法　定
給　　　　　与　　　　　費

計

本年度

0 0 68,449 42,570 21,453

1,484

118,582

111,019

勤 勉特殊勤務
手　当

時 間 外
勤務手当

2,042 2,276 1,632 1,423 40 16,8171,539

15,364

60 1,797

0 0

前年度

12,316

105 0 △ 224

401,632

1,535

5,745 1,539

合　計

141,519

1,4530

0

扶 養

比較

前年度 1,499

比較 0

60

手

当

の

内

訳

比較

区 分

本年度

手 当

1,240

退 職
給 付 費

2,171

地 域

1,647

1,107

543

2,100

993

22,937

給　　　　　与　　　　　費

計

法　定

福利費

0 7,563

通 勤

報酬
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2 　給料及び手当の増減額の明細

職員数の異動状況

（その他）

3 　給料及び手当の状況

（1） 職員１人当たり給与

343,056

1,240

15人

制度改正に
伴う増減分

734
期末手当2.45月分→2.5月分
勤勉手当2.05月分→2.1月分

1人

前年度

増　減

その他の変動分

4,807

（単位　千円）

本年度

15人 0人

備　考

16人

平均　0.92%

16人

期末勤勉手当の改定
による増

372,068

42.6

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

329,293

会計年度任用職員の
増減分

一般行政職

平 均 年 齢 （歳）

744

0人

1人

職員構成の変動に係る
増減分

平均昇給率　1.04%

（現に在職する
職員数）

（計）

0人

人事院勧告に伴う給
与改定に伴う増

給
　
　
　
料

退職給付費

7,403

会計年度任用職員の
増減分

6,669

2,678

1,500

5,474

昇給に伴う
増加分

手
 
 
当

2,751

区分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　明

667

その他の
増減分

給与改定に
伴う増減分

7,718

386,750

令和6年1月1日現在

平均給与月額（円）

その他の
増減分

平均給料月額（円）

令和7年1月1日現在

平均給料月額（円）

44.5

区　　分
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（2） 初任給

（3） 級別職員数

　（　）内は、再任用短時間勤務職員の外書き

（級別の基準となる職務）

（4） 昇給

194,500

225,300

一般行政職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円）

194,500

225,300

12.5

100.0

0.0

40.0

12.5

12.5

0.0

( )

( )

(100.0)

0.0

31.2

13.3

13.3

6.8

13.3

13.3

( )

( )

( )

(100.0)

( )

( )

( )

( )

( )

( )

(2)

( )

( )

( )

(100.0)

( )

2

2

1

2

( )

(2)

( )

( )

( )

( )

2

0

16

0

6

(2)

( )

( )

(100.0)

2

2

2 ( )

0.0

一般行政職
職員数（人）

12.5

18.8

高　校　卒

大　学　卒

区　　分

8級4級

( )

( )

構成比（％）

( )

( )

( )

(2)

100.0

区　　分 級

0

5

3

計

6級

5級令和7年1月1日現在

1級

主 事 補

技 師 補

主 事

3級

1級

係 長

2級

副 主 任

副主任技師

主 査

1級

2級

技術主査

3級

2

0

15

7級

8級

計

3級

4級

6級

4級

2級

主 幹

課長補佐 課 長

令和6年1月1日現在

7級

5級

8級

技 師

区　　分

一 般 行 政 職

区　　分 一 般 行 政 職

主 任

5級

部 長

副 参 事

7級

参 事

6級

本
年
度

 職　　   員　　   数　 （A） （人） 16

 昇 給 に 係 る 職 員 数（B） （人） 15

4号給 （人） 13号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 2

3号給 （人）

前
年
度

 職　　   員　　   数　 （A） （人） 15

6号給 （人）
8号給 （人）

 昇 給 に 係 る 職 員 数（B） （人） 14

比 率 （B）／（A）（％） 93.8

4号給 （人） 12号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 1

3号給 （人） 1

比 率 （B）／（A）（％） 93.3

6号給 （人）
8号給 （人）
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（5） 特殊勤務手当

（6） 期末手当・勤勉手当

（7） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（8） その他の手当

（月分） （月分）

 支給対象職員の比率
（令和7年1月1日現在）

2.300

 支給対象職員1人当たり
 平均支給月額

（円）

（％）

20年勤続
の者

25年勤続
の者

支 給 期 別 支 給 率

 給料総額に対する比率 （％）

24.586875 33.27075

24.586875 33.27075

前 年 度

2.300 2.300

区　分

一般行政職

0.0

0.0

支給率計
（月分）

有

区　　　分

危険作業手当

2.250

2.300

一般会計の制度

備考

4.50

4.60

4.60

0

本 年 度

 代表的な特殊勤務手当の名称

6月（月分）

区　分

一般会計の制度

区 分

（支給率等）

 職制上の段階、
 職務の級等に
 よる加算措置

有

有2.250

12月（月分）

支 給 率 等 47.709

特例措置

2％～45％加算

47.709 47.709

35年勤続
の者

最　高
限　度

（月分） （月分）

47.709

そ の 他 の
加算 措 置等

－

扶 養 手 当

地 域 手 当

〃 －

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同　　じ －

〃 －

住 居 手 当

通 勤 手 当

備考

定年前早期退職
特例措置

2％～45％加算

定年前早期退職

〃
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（単位　千円）

令和8年度から
令和12年度まで

432,600

一般財源

一般財源

13,434

水道料金等徴収
業務委託 432,600 432,600

債務負担行為に関する調書

支払義務発生

期間

前年度末までの

左の財源内訳

当該年度以降の

期間

支払義務発生

予定額

金額金額

令和7年度から
令和8年度まで

上水道に係る水質
測定管理業務委託

事項 限度額
（見込）額

98,905

簡易水道に係る
水質測定管理
業務委託

令和7年度から
令和8年度まで

6,310

伊豆島田浄水場
計器監視業務委託

32,295

41,148

一般財源

13,434
令和7年度から
令和8年度まで

57,757

18,861

令和4年度から
令和6年度まで

令和4年度から
令和6年度まで

一般財源

令和4年度から
令和6年度まで

2,626

41,148

2,6263,684
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1　固  定  資  産 （単位　円）

 (1)　有 形 固 定 資 産

ア 土 地 489,313,098

イ 建 物 495,531,197

減価償却累計額 △235,964,915 259,566,282

ウ 構 築 物 21,694,836,434

減価償却累計額 △10,086,041,501 11,608,794,933

エ 機 械 及 び 装 置 2,659,789,865

減価償却累計額 △2,080,159,653 579,630,212

オ 車 両 運 搬 具 24,182,235

減価償却累計額 △21,079,714 3,102,521

カ 工具、器具及び備品 28,523,329

減価償却累計額 △21,760,690 6,762,639

キ 建 設 仮 勘 定 466,670,643

13,413,840,328

 (2)　無 形 固 定 資 産

ア 施 設 利 用 権 2,079,437

イ 電 話 加 入 権 775,900

2,855,337

13,416,695,665

２  流  動  資  産

 (1)　現　金　預　金 1,007,146,077

 (2)　未 　 収 　 金

ア 営 業 未 収 金 153,064,150

イ 営 業 外 未 収 金 17,309,000

ウ そ の 他 未 収 金 0

　 貸 倒 引 当 金 △801,000 169,572,150

 (3)　貯 　 蔵 　 品

ア 材 料 15,060,397

イ 貯 蔵 量 水 器 214,910

15,275,307

 (4)　短 期 貸 付 金

ア 他 会 計 貸 付 金 0

0

 (5)  そ の 他 流 動 資 産 20,000

1,192,013,534

14,608,709,199

令和7年度三島市水道事業予定貸借対照表
令和8年3月31日

資    産    の    部

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品 合 計

短 期 貸 付 金 合 計
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３  固  定  負  債

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
4,435,007,202

 (2)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 7,069,600

 (3)　そ の 他 固 定 負 債 0

4,442,076,802

４  流  動  負  債

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
244,257,661

 (2)　未   払   金

ア 営 業 未 払 金 30,000,000

イ 営 業 外 未 払 金 0

ウ そ の 他 未 払 金 0

　 未  払  金  合  計 30,000,000

 (3)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 0

イ 賞 与 引 当 金 12,243,000

　 引  当  金  合  計 12,243,000

 (4)  そ の 他 流 動 負 債 750,000

287,250,661

５  繰  延  収  益

 (1)　長 期 前 受 金

ア 受贈財産評価額 1,057,684,279

収 益 化 累 計 額 △713,271,432 344,412,847

イ 国 庫 補 助 金 35,480,000

収 益 化 累 計 額 △31,750,030 3,729,970

ウ 県 補 助 金 31,944,883

収 益 化 累 計 額 △8,308,272 23,636,611

エ 工 事 寄 附 金 88,260

収 益 化 累 計 額 △81,947 6,313

オ 工 事 負 担 金 1,044,231,175

収 益 化 累 計 額 △685,139,454 359,091,721

カ 他 会 計 補 助 金 30,460,059

収 益 化 累 計 額 △6,728,714 23,731,345

キ 県 交 付 金 80,280,000

収 益 化 累 計 額 △13,594,724 66,685,276

821,294,083

821,294,083

5,550,621,546

負    債    の    部

充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

充てるための企業債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６  資   本   金

 (1)　資  本  金

ア 固 有 資 本 金 14,977,882

イ 組 入 資 本 金 6,413,289,521

ウ 繰 入 資 本 金 832,800,000

7,261,067,403

７  剰   余   金

 (1)　資 本 剰 余 金

ア 受贈財産評価額 274,398,159

イ 県 補 助 金 17,897,117

ウ 工 事 寄 附 金 42,344,000

エ 工 事 負 担 金 15,696,388

350,335,664

 (2)　利 益 剰 余 金

ア 減 債 積 立 金 348,917,772

イ 建設改良積立金 336,915,143

ウ 当年度未処分利益剰余金 760,851,671

1,446,684,586

1,797,020,250

9,058,087,653

14,608,709,199

資    本    の    部

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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　Ⅰ．重要な会計方針

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・貯蔵品　移動平均法による原価法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　(1) 有形固定資産

　　 　 ・減価償却の方法　定額法（ただし、量水器については取替法による。）　

 　　　 ・主な耐用年数

 　　　　 建物　 15～65年 構築物 10～60年

 　　　　 機械及び装置　 6～20年 車両運搬具　 4～5年

 　　　　 工具器具及び備品　2～15年

　　　(2) 無形固定資産

 　 　　・減価償却の方法　定額法　

  　  　・主な耐用年数

 　　　 　施設利用権 15～42年 ソフトウェア 5年

　　３　引当金の計上方法

　　　(1) 退職給付引当金　

 　　　　 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

　　  　金額を計上している。なお、一般会計が負担する職員については、退職給付引当金を計上

 　　　 していない。

　　　(2) 賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、

 　　　 当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　(3) 貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上して

　　　　いる。　　　

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　　　　引当金の取崩し（賞与引当金の取崩し）

　　　　　令和7年6月に、令和6年12月分から令和7年3月分の期末手当及び勤勉手当の支給並びに

　　　　これに係る法定福利費の支出をすることになるため、賞与引当金11,609千円を取り崩す。

注記
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１  営 業 収 益 （単位　円）

 (1) 給  水  収  益 1,393,872,000

 (2) 受託給水工事収益 4,352,000

 (3) その他営業収益 8,960,000 1,407,184,000

２  営 業 費 用

 (1) 原水及び浄水費 491,972,000

 (2) 配水及び給水費 313,617,000

 (3) 簡易水道維持費 22,891,000

 (4) 受託給水工事費 8,171,000

 (5) 総　　係　　費 156,048,000

 (6) 減 価 償 却 費 450,498,200

 (7) 資 産 減 耗 費 10,010,000

 (8) その他営業費用 1,000 1,453,208,200

   営  業  損　失 46,024,200

３  営 業 外 収 益

 (1) 水 道 加 入 金 29,583,000

 (2) 受取利息及び配当金 88,000

 (3) 他 会 計 補 助 金 3,166,000

 (4) 長期前受金戻入 43,879,000

 (5) 雑　　収　　益 33,814,000 110,530,000

４  営 業 外 費 用

 (1) 支　払　利　息 49,668,000

 (2) 雑　　支　　出 9,912,000 59,580,000 50,950,000

   経  常  利　益 4,925,800

  当 年 度 純 利 益 4,925,800

  前年度繰越利益剰余金 4,694,461

  その他未処分利益剰余金変動額 451,660,410

  当年度未処分利益剰余金 461,280,671

  令和6年度三島市水道事業予定損益計算書（前年度分）

(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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1　固  定  資  産 （単位　円）

 (1)　有 形 固 定 資 産

ア 土 地 489,314,098

イ 建 物 495,531,197

減価償却累計額 △226,715,915 268,815,282

ウ 構 築 物 20,725,563,434

減価償却累計額 △9,697,477,501 11,028,085,933

エ 機 械 及 び 装 置 2,620,571,865

減価償却累計額 △2,024,934,653 595,637,212

オ 車 両 運 搬 具 24,182,235

減価償却累計額 △18,031,714 6,150,521

カ 工具、器具及び備品 28,523,329

減価償却累計額 △20,270,690 8,252,639

キ 建 設 仮 勘 定 392,119,643

12,788,375,328

 (2)　無 形 固 定 資 産

ア 施 設 利 用 権 2,218,437

イ 電 話 加 入 権 775,900

2,994,337

12,791,369,665

２  流  動  資  産

 (1)　現　金　預　金 1,310,487,077

 (2)　未 　 収 　 金

ア 営 業 未 収 金 154,264,150

イ 営 業 外 未 収 金 0

ウ そ の 他 未 収 金 0

　 貸 倒 引 当 金 △801,000 153,463,150

 (3)　貯 　 蔵 　 品

ア 材 料 15,669,397

イ 貯 蔵 量 水 器 408,910

16,078,307

 (4)　短 期 貸 付 金

ア 他 会 計 貸 付 金 100,000,000

100,000,000

 (5)  そ の 他 流 動 資 産 20,000

1,580,048,534

14,371,418,199

固 定 資 産 合 計

令和6年度三島市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
令和7年3月31日

資    産    の    部

有形固定資産合計

無形固定資産合計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品 合 計

短 期 貸 付 金 合 計
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３  固  定  負  債

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
4,165,665,202

 (2)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 5,272,600

 (3)　そ の 他 固 定 負 債 0

4,170,937,802

４  流  動  負  債

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
249,124,661

 (2)　未   払   金

ア 営 業 未 払 金 30,000,000

イ 営 業 外 未 払 金 612,000

ウ そ の 他 未 払 金 0

　 未  払  金  合  計 30,612,000

 (3)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 0

イ 賞 与 引 当 金 11,609,000

　 引  当  金  合  計 11,609,000

 (4)  そ の 他 流 動 負 債 750,000

292,095,661

５  繰  延  収  益

 (1)　長 期 前 受 金

ア 受贈財産評価額 1,057,684,279

収 益 化 累 計 額 △692,392,432 365,291,847

イ 国 庫 補 助 金 35,480,000

収 益 化 累 計 額 △31,376,030 4,103,970

ウ 県 補 助 金 31,944,883

収 益 化 累 計 額 △7,774,272 24,170,611

エ 工 事 寄 附 金 87,260

収 益 化 累 計 額 △81,947 5,313

オ 工 事 負 担 金 1,033,281,175

収 益 化 累 計 額 △665,889,454 367,391,721

カ 他 会 計 補 助 金 30,460,059

収 益 化 累 計 額 △6,102,714 24,357,345

キ 県 交 付 金 80,280,000

収 益 化 累 計 額 △11,127,724 69,152,276

854,473,083

854,473,083

5,317,506,546

負    債    の    部

充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

充てるための企業債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６  資   本   金

 (1)　資  本  金

ア 固 有 資 本 金 14,977,882

イ 組 入 資 本 金 6,413,289,521

ウ 繰 入 資 本 金 832,800,000

7,261,067,403

７  剰   余   金

 (1)　資 本 剰 余 金

ア 受贈財産評価額 274,398,159

イ 県 補 助 金 17,897,117

ウ 工 事 寄 附 金 42,344,000

エ 工 事 負 担 金 15,696,388

350,335,664

 (2)　利 益 剰 余 金

ア 減 債 積 立 金 496,517,772

イ 建設改良積立金 484,710,143

ウ 当年度未処分利益剰余金 461,280,671

1,442,508,586

1,792,844,250

9,053,911,653

14,371,418,199

資    本    の    部

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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　Ⅰ．重要な会計方針

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・貯蔵品　移動平均法による原価法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　(1) 有形固定資産

　　 　 ・減価償却の方法　定額法（ただし、量水器については取替法による。）　

 　　　 ・主な耐用年数

 　　　　 建物　 15～65年 構築物 10～60年

 　　　　 機械及び装置　 6～20年 車両運搬具　 4～5年

 　　　　 工具器具及び備品　2～15年

　　　(2) 無形固定資産

 　 　　・減価償却の方法　定額法　

  　  　・主な耐用年数

 　　　 　施設利用権 15～42年 ソフトウェア 5年

　　３　引当金の計上方法

　　　(1) 退職給付引当金　

 　　　　 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

　　  　金額を計上している。なお、一般会計が負担する職員については、退職給付引当金を計上

 　　　 していない。

　　　(2) 賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、

 　　　 当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　(3) 貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上して

　　　　いる。　　　

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

注記（前年度分）
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